クラスター弾禁止条約の採択を歓迎する
――日本政府は条約に調印し、アメリカにも廃棄を求めよ――
2008年5月31日　日本平和委員会

　無差別殺傷兵器のクラスター弾を禁止するため開かれていた「オスロ・プロセス」の国際会議は最終日の5月30日、クラスター弾禁止条約案を参加した約110カ国が全会一致で採択し閉幕した。これは現存クラスター弾のうち、最新型以外のすべてを禁止するものであり、世界からクラスター弾を一掃する重要な一歩として歓迎する。この条約実現のためにリーダーシップを発揮された諸国政府とNGOの努力に心からの敬意を表する。
　我々は、日本政府がこの条約に調印するとともに自らが保有するクラスター弾の廃棄を一刻も早く行うこと、クラスター弾の主要保有国である米国、ロシア、中国、イスラエルなどが一刻も早くこの条約に参加することを強く求めるものである。

　日本政府は、従来、クラスター弾の廃棄を求める私たちとの交渉の中でも、「効率的に広範囲の敵を攻撃する兵器」としてその保有を続ける立場を表明していた。また、今回の条約案をめぐる諸会議の中でも、禁止対象の例外の拡大や禁止までの移行期間の設置を求めるなどの態度をとり、全面禁止を求める諸国から批判されてきた。日本政府は遅きに失したとはいえ、最終的にこの条約に賛成したが、同時に、日本などの要求によって条約締結国との共同作戦に締約国が参加することを認める条項が盛り込まれたことは問題である。
　これは、クラスター兵器の廃棄を拒否して、実際にイラクなどでこれを使用している米軍との共同作戦を、可能にするためのものである。現に米軍は日本でもクラスター弾を使った演習を行っており、クラスター弾を配備しているとみられる。しかし米軍のクラスター兵器の使用を認め共同作戦を行うことを当然視するこのような態度は、全面禁止を求める条約の精神に真っ向から反するものと言わざるを得ない。
　日本政府は、米国政府に対しても、条約に参加し、クラスター弾の使用禁止とその全面廃棄を実行することを、積極的に求めるべきである。
　我々は以上のことを実現するために、今後とも努力することをここに表明するものである。
